
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 

新潟 ２０２４年度予算で県単補助新設！ 
年収５９０万～９１０万円世帯に年２４０００円 

 

 これまで北陸ブロックで唯一県単補助のなかった新潟で、ついに県単補助が新設されることがわかりま

した。このほど公表された2024年度予算案に以下の記載があります。 
 

 

【新】私立高等学校等学費軽減事業（子育て応援分） 

 物価高騰下における子育て世帯の経済的負担の軽減に着目し、新たに、国の

就学支援金に上乗せする県独自支援を実施し、子育てを応援するというメッセ

ージを若い世帯に発信する。 

 

授業料補助（高等学校分） 

年収590～910万円未満世帯 

・物価高騰影響支援分 （全日制）年額24000円 

・第2子以降支援分 

 2人以上の子が県内私立高校に通う世帯の第2子以降 

  所得に応じて算定される額を加算 
 

 

 新潟私教連は毎年夏に北陸ブロックキャラバンを実施し、北陸 4 県の代表が新潟県庁に乗り込んで「北

陸で新潟だけ県単補助がない」「お金がないと言うが、どこに使うかの問題だ」と強く訴え続けてきました。

とくに新潟での対県要請には力を入れ、県内各単組から数十人が要請に合わせて集まり、県庁前スタンディ

ングにもとりくみました。地道な運動がついに県を動かしたのです。このことを確信に、さらなる制度拡充

にとりくんでいきます。 
 

 

 

各都道府県で審議中の２０２４年度予算案や制度拡充

案を入手して、全国私教連に送ってください。 

国向け署名の提出時に、「国の責任で自治体間格差の

解消」を紹介議員に訴えましょう。 

２０２３年度私学助成署名・紹介議員の追加は必ず全

国私教連に報告してください。 

全国私私学助成をすすめる会  
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